
 
公募要領 

 
 
 「令和８年度 大規模災害発生時並び突発事故発生時における緊急調査業務の実施に向
けた対応」の公募について、次のように定める。 
 
第１ 目的 

本公募は、地震その他の自然災害等の大規模な災害が発生し、又は発生する恐れが
ある場合（以下「大規模災害時」という。）並びに突発事故が発生した場合で、農地
・農業用施設が被災し、被害拡大や二次災害の防止あるいは早期復旧のため緊急調査
業務を行う必要が生じた場合に、迅速に請負契約を締結し、直ちに現地で観測機器の
設置や計測等を開始できるようにすることを目的とし、予め緊急調査業務の実施が可
能な者の名簿を作成するものである。 

 
第２ 応募資格 

本公募に応募できる者は、次の１及び２の双方に適合する者とする。 
１ 契約候補者名簿登録希望者 

(1) 緊急調査業務に関する同種又は類似業務の調査の実績を有し、かつ、業務目
的の達成に必要な組織及び人員を有している者。 

(2) 北陸農政局管内に本社、支店又は営業所を有し、災害発生時の緊急的な対応
が可能であること。 

 
２ 参加資格 

(1) 予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号、以下「予決令」という。）第 70
条の規定に該当しない者であること。 
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意

を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 
(2) 予決令第71条の規定に該当しない者であること。 
(3) 北陸農政局における令和７・８年度一般競争（指名競争）参加資格で「測量
・建設コンサルタント等」業務に係る測量、建設、地質のいずれかの競争参加
資格の認定を受けている者であること。 

(4) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされて
いる者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てが
なされている者でないこと。 

  なお、（３）の確認を受けた後にこれらの手続開始が決定された者にあって

は、北陸農政局長が別に定める手続に基づいて一般競争入札参加資格の再確認

を受けている者であることを要する。 

(5) 農林水産省発注工事等からの暴力団排除の推進について（平成19年12 月7日付
け19経第1314 号大臣官房経理課長通知）に基づき、警察当局から、部局長に対し、
暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものとして、農林水
産省発注工事等からの排除要請があり当該状態が継続している者でないこと。 

（6）北陸農政局長から測量・建設コンサルタント等業務に関し指名停止を受けて

いる期間中でないこと。 

 
第３ 業務内容 

大規模災害発生時並びに突発事故発生時に農地・農業用施設に係る災害が発生した
際に、被災箇所の位置、範囲等の定量的把握や状態監視等により現地の状況を早急に
把握し、被害の拡大あるいは２次災害防止等その後の適切な対応に資するための調査



を実施する。 
具体的な業務内容は、災害の発生状況等の現場条件によって異なるが、主なものと

して現場状況に応じて次の(1)～(6)の全部又は一部が想定される。 
(1) 地盤の移動量観測（伸縮計や孔内傾斜計等の設置・撤去、観測データのリアルタ
イム伝送・回収整理、保守等）及び、データの評価・考察。(業種区分：地質） 

(2) ダム、ため池、地下水位等の水位観測（水位計の設置・撤去、観測データのリア
ルタイム伝送・回収整理、保守等）及び、データの評価・考察。(業種区分：地質、
建設） 

(3) 河川、開水路、管水路等の流量観測（流量計の設置・撤去、観測データのリアル
タイム伝送・回収整理、保守等）及び、データの評価・考察。(業種区分：地質、
建設、測量） 

(4) 降水量観測（雨量計の設置・撤去、観測データのリアルタイム伝送・回収整理、
保守等）及び、データの評価・考察。(業種区分：地質、建設、測量） 

(5) 被災箇所の規模等の簡易測定（ＧＰＳ測量器械等を活用した被災箇所の規模測定
や経緯度特定等）及び、データの評価・考察。(業種区分：地質、建設、測量） 

(6) 動態監視又は施設全景監視（遠隔操作可能な監視（Ｗｅｂ）カメラの設置・撤去、
録画、保守等）及び、データの評価・考察。(業種区分：地質、建設、測量） 

 
第４ 書類の作成・提出 

公募に参加する者は、以下の資料を作成・提出する。 
(1) 参加表明書（別紙様式１） 
(2) 技術資料（別紙様式２） 
(3) 提出場所 

第８の「応募・照会等窓口」に電子メール又は郵送により提出すること。 
(4) 提出期限 

令和８年６月 16 日（火）16 時まで 
(5) 提出にあたっての留意事項 

①受付時間等 
（受付曜日）月曜日～金曜日（祝祭日を除く） 
（受付時間）9 時～12 時、13 時～16 時 

②郵送等により提出する場合は、「(4) 提出期限」内に北陸農政局に到着した
ものまでを有効とする。 

③提出された書類は原則として、変更又は取消しを行うことはできない。 
④提出された書類は提出者に無断で本公募以外の目的に使用しない。 
⑤書類の作成及び提出に係る経費の支払いは行わない。 
⑥提出された書類は、返却しない。 

 
第５ 候補者の選定 

(1) 提出された技術資料の内容について、別途、契約候補者選定基準（別紙２、３）
を定めて審査・選定を行い、選定された参加表明者について合計得点の高い者か
ら順に契約候補者名簿（別紙４）に登録する。 

ただし、この選定をもって契約締結の約束や配置予定技術者を拘束するもので
はない。 

(2) 選定に当たっては、以下の項目について審査する。 
①同種又は類似業務における技術者の存在 
②前年度までの過去 10 年間の同種又は類似業務の業務実績 
③前年度までの 3 年間の納品後における重大な設計ミスの発覚等による契約不 
適合の有無 

④前年度までの過去 3 年間の管内での地域貢献活動への支援 
⑤配置可能な技術者 



⑥資機材（観測機器等）の調達の確実性 
(3) 選定審査の結果については、技術資料を提出した参加表明者全員に通知する。
（別紙様式３） 

  なお、非選定を通知された者については、通知のあった日の翌日から７日以内
（休日等は除く）に、非選定の理由について説明を求めることができる。 

(4) 選定した者を 契約候補者として名簿に登録する有効期間は、選定結果通知の
日から令和９年３月３１日までとする。 

 
第６ 緊急調査業務の契約手続 
  (1) 緊急調査業務の必要が生じた場合には、契約候補者名簿から、以下の判断項目に

より５者を選定し、対応の可否、着手可能日時、配置予定技術者、資機材の調達
に係る情報、参考見積等の提供を依頼する。（別紙５、６、９） 

  （2）判断項目 
１）調査地と同一県内等に本社、支店又は営業所を有する者を優先する。 
２）契約候補者名簿登録の順位（評点の高い順）を優先する。 
３）提出された技術資料の内容（過去の実績、業務体制、資機材の調達の確実 
 性等）を現地の状況に応じて選定の参考とする。 
４）同一県内で５者を確保できない場合には、近隣県に範囲を広げて５者を確 
 保する。 

  (3) 選定した５者のうち、対応が可能とする者の提供情報について、緊急調査業務受
注者特定基準（別紙７、８）を定めて審査を行い、評価の最も高い１者を契約の
相手方として特定し、会計法第 29 条の 3 第 4 項を適用して随意契約を行う予定で
ある。 

(4) 最も評価の高い者が複数存在する場合は、このうち着手可能日時が最速の者とす
る。さらに着手可能日時が最速の者も複数存在する場合は、このうち競争参加資
格者名簿の資格点数が高い者とする。 
なお、契約時に指名停止を受けている者とは契約は行わない。 
 

第７ その他 
契約候補者名簿の有効期間中において提出済みの技術資料に変更が生じた場合は、

速やかに変更を届け出るものとする。 
   なお、届け出を受けた変更内容については、契約候補者の選定に関する評価の再審

査は行わないこととするが、候補者の選定の際に考慮する場合がある。 
 
第８ 応募・照会等窓口 

(1) 本公募に対する質問は、文書（様式自由）で電子メール又は郵送により「応募
・照会等窓口」に提出すること。文書には、窓口の宛先、質問者の所属、役職、
氏名、電話番号、メールアドレスを併記すること。 

   受付期間  令和８年６月１日（月）から６月 16 日（火）まで 
     なお、質問に対する回答は、北陸農政局のホームページに掲載する。 
      閲覧期間  令和８年６月２日（火）から６月 16 日（火）まで 
 
   (2) 応募・照会等窓口 

〒920-8566 石川県金沢市広坂 2-2-60 
北陸農政局 農村振興部 防災課 

災害査定官  中村 俊治 （内線3582）  
災害対策室長 大塚 直輝 （内線3581） 

ＴＥＬ ０７６－２６３－２１６１（代表） 
E-mail  toshiharu_nakamur390@maff.go.jp 
     naoki_otsuka090@maff.go.jp 


